様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　　　2022年4月15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃきようぎんこう
                              一般事業主の氏名又は名称 　株式会社紀陽銀行
（ふりがな）はらぐち　ひろゆき
                             （法人の場合）代表者の氏名  原口　裕之   印
住所　:〒640-8656 和歌山県和歌山市本町1丁目35番地
法人番号：9170001000916　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルストラテジー

	公表日
	2021年7月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当行ホームページに掲載
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/strategy.pdf
P4、6記載

	記載内容抜粋
	＜当行グループコンセプト＞
中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの追求によりグループ一体で地元企業のバリューチェーンのすべての領域に関わり価値共創する総合金融グループ
＜デジタルストラテジービジョン＞
取り巻く環境変化により、地銀のIT目利き力高度化の必要性・地方におけるDXの遅れ・地方でのIT人材確保の必要性を認識し、地方発信・地方創生の総合SIerとして銀行業の高度化と地域活性化の実現を目指す。紀陽銀行では、グループ会社である紀陽情報システム㈱の銀行業高度化等会社の認可取得を受け、2019年4月に開始しました「ITコンサルティング」をさらに深化させることにより、「銀行業の高度化」、「地域のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進」、「高度化人材の育成等」について積極的に展開していく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	第6次中期経営計画の策定について2021年3月22日の取締役会で承認。第6次中期経営計画の方針に基づきデジタルストラテジー作成し、当行ホームページにて公表している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルストラテジー

	公表日
	2021年7月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当行ホームページに掲載
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/strategy.pdf
P4記載

	記載内容抜粋
	当行はデジタルストラテジーを策定し、以下の事項を実行していくことで「DX推進による価値共創の実現」を推進する。
＜銀行業の高度化＞
· 基幹系システムの高度化、基幹系システムパッケージ提供等他金融機関への展開、金融サービスのデジタル化、行内業務のデジタル化
＜地域のDX推進＞
· ITコンサルティングでの本業支援・地域IT企業とのアライアンス、行政デジタル改革との連動・2025年自治体システム標準化、地域・民間企業との共同研究による地方創生の取り組み
＜高度化人材の育成・確保・展開＞
· 高度化人材育成、銀行業高度化等会社認可取得によるIT人材への訴求、高度化人材の取引先への派遣等

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	第6次中期経営計画の策定について2021年3月22日の取締役会で承認。第6次中期経営計画の方針に基づきデジタルストラテジー作成し、当行ホームページにて公表している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当行ホームページに掲載
（デジタルストラテジー）
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/strategy.pdf
P5、7、9記載

	記載内容抜粋
	· 取締役会の下部組織として頭取を委員長とした「IT戦略委員会」を設置し、中⾧期的なIT戦略計画の策定、当該戦略に基づいた案件の決定やモニタリングを実施している。
· 経営企画部内にIT戦略室を設置。IT戦略に関する基本方針決定や経営戦略に基づくIT投資計画の策定・管理を行い、当行グループ全体のIT戦略を統率することで、経営管理機能の強化を図っている。
· BIPROGY㈱（旧日本ユニシス）と連携し、BankVisionのクラウド化（Iaas）とクラウド上でのオープンAPI連携の推進、インフラコスト削減のみならず銀行の本業にかかるUI/UXの向上に資する開発環境の提供の実現を目指す。
· 「銀行業高度化等会社」としての魅力をアピールし、理系人材の確保を推進。
· 当行と紀陽情報システム㈱の人事交流やダブルハット（兼務）制度をベースに「紀陽銀行の高度化×取引先の本業支援×魅力的な開発案件」の経験を通じて銀行業高度化人材を育成。
· 和歌山大学との連携によるIT人材育成に取り組んでいる。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当行ホームページに掲載
（デジタルストラテジー）
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/strategy.pdf
P7、11記載

	記載内容抜粋
	· 基幹系システム（BankVision）のクラウド化（IaaS）とクラウド上でのオープンAPI連携を進めるとともに、PaaSまで視野に入れることで、インフラコスト削減のみならず、銀行の本業（預金・為替・貸出金）にかかるUI/UX向上に資する開発環境の提供の実現を目指す。
· 行内業務のデジタル化として窓口業務受付システム「まどのて」、お客さまがロビーで直接タブレット端末を操作することで伝票を作成できる「セルフまどのて」の導入、スマートアプリ・インターネットバンキングの機能拡充等を実施している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①・②　第6次中期経営計画
③　　　デジタルストラテジー

	公表日
	①・②　 2021年3月22日
③　　　 2021年7月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当行ホームページに掲載
（第6次中期経営計画　P16,18記載）
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/merger_plan_6th_mid.pdf
（デジタルストラテジー　P12記載）
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/pdf/strategy.pdf

	記載内容抜粋
	1 紀陽銀行公式アプリ「紀陽スマートアプリ（キヨスマ！）」の登録口座数を第6次中期経営計画期間中に、30万口座達成を目標とする。
2 基幹系システム（BankVision）のシステム運営にかかるランニングコストをPaaS形式のクラウド化の実現で30％削減を目標とする。
3 紀陽情報システム㈱と連携し、システム課題を抱えている取引先に対してITコンサルティング・システム開発を実施することにより地元のDX化を推進する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2021年 7月30日
2 2021年12月10日

	発信方法
	当行ホームページにて掲載
（統合報告書P16～17に記載）
https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/disclosure/pdf/Disclo2021_00.pdf

〔2022年3月期第2四半期（中間期）決算説明資料（2021年12月期）P7、P28ならびに2022年3月期第2四半期（中間期）決算説明動画〕
（資料）https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/ir_info/pdf/IR_20211210.pdf
（動画）
https://webcast.net-ir.ne.jp/83702111/index.html

	発信内容
	1 原口頭取のトップメッセージにて「地域、お客さまのDX高度化への取り組み」として紀陽情報システム㈱との連携によるITコンサルティングを積極的に展開していくことを発信。
2 2021年12月10日に2022年3月期中間決算説明動画を配信。原口頭取より本資料を用い、ITコンサルティングの実績や金融インフラ構築の進捗状況について説明し、情報発信を行っている。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年12月頃～

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済。システムの現状および課題を認識している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年12月頃～

	実施内容
	· リスク管理委員会（頭取を委員長とし担当役員および本部長で構成）の下部組織としてCSIRT部会を設置、サイバーセキュリティに関する対策および取組状況を定期的に報告している。
· サイバーセキュリティ管理要領・サイバー攻撃対応マニュアル等に基づき、平常時は情報収集・監視活動・啓蒙活動等を実施し、サイバー攻撃発生時はインシデント対応を実施している。また、第三者機関による脆弱性診断を定期的に実施している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

